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第２編 都市の生活 
 

 

 
人口減少や少子高齢化、地球温暖化や異常気象の発生等、市民の生活を

取り巻く社会環境や自然環境が大きく変化しています。これに伴い、本市にお

いても健康管理や福祉サービスへの需要増大、SDGｓや脱炭素社会への取

組、子育て支援や学校規模・配置の適正化等が課題となっています。そこで

「第２編 都市の生活」では、「第３章 健康・福祉」、「第４章 環境保全」、「第５章 

教育・文化」を取り上げます。 

「第３章 健康・福祉」では厚生労働省や本市のデータをもとに、「健康づく

り」、「高齢者福祉」、「障がい者（児）福祉」、「生活支援」を、「第４章 環境保全」

では気象庁や本市のデータをもとに、「大気環境」、「緑環境」、「水環境」、「ご

み」を、「第５章 教育・文化」では文部科学省や本市教育委員会のデータをも

とに、「こどもの権利」、「子育て支援」、「学校教育」、「社会教育」、「コミュニティ」

のテーマをそれぞれ取り上げます。大都市・政令指定都市間のデータ比較や

本市における経年推移のデータ等から、本市の特徴を探ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３章 健康・福祉
１ 健康づくり

①こどものむし歯

本市では年々増加する生活習慣病※に対処するため、乳幼児
からのむし歯予防や健診の受診率向上等、ライフステージごと
に様々な健康づくりに関する施策を展開している。市民のニー
ズや現状に沿った健康づくりを推進するため、各種健診の状況
と課題について考える。

① こどものむし歯
② 健診等、がん検診受診率

健康づくり

から考える
熊本市の都市政策
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（注）むし歯のある者の割合＝むし歯のある人員／受診実人員×100
（出典）厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告(地域保健編)市区町村編」（2023）より作成

政令指定都市

 本市における1歳6か月児と3歳児でむし歯のある者の割合は減少傾向にある。

熊本市
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 本市における2023年度の1歳6か月児と3歳児でむし歯のある者の割合は、いずれも政令指定都
市の中で17位となっている。

（注）むし歯のある者の割合＝むし歯のある人員／受診実人員×100
（出典）厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告(地域保健編)市区町村編」（2023）より作成



②健診等、がん検診受診率

政令指定都市

（注）健診等の受診率＝「受けた」回答数/回答総数×100
健診等：市区町村が実施した健診、勤め先又は健康

保険組合等が実施した健診、学校が実施し
た健診、人間ドック、その他を指す。

第３章 健康・福祉
１ 健康づくり

（注） 「国民生活基礎調査」においてがん検診受診率は3年に1度調査されている。

 本市の各がん検診受診率は40％～50％であり、政令指定都市の中では中位である。平均値と比
較すると、最も高いのは子宮がん検診で平均より2.3ポイント高く、最も低いのは大腸がん検診で
平均より2.4ポイント低い。

（注）全国を100とした場合の受診率＝該当地区の受診率/全国の受診率×100

全国・熊本県・熊本市

政令指定都市

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査 健康 」（2022）より作成

 本市の健診等受診率は政令指定都市中
14位である。

 本市の受診率は子宮がん、胃がん以外の項
目で全国平均を下回っている。

 本市の受診率は全ての項目で熊本県を下
回っている。

市区町村が実施した健診のみならず、全体の傾向を把握するため、勤め先又は健康保険組合等が実施した健診、学校が実施した健診、人間ドック、その他を含む、国民生
活基礎調査のデータを用いた。この数値は、対象者の回答に基づく。 実際に検診を受診した人数を集計したものではなく、対象者の記憶違いなどによる誤差が含まれている。
がん健診受診率＝各がん検診対象年齢のがん検診受診状況「受けた」回答数/各がん検診対象年齢の「受けた」「受けていない」「不詳」回答総数×100
大腸がん検診および肺がん検診は、過去1年間の受診有無を、乳がん検診、子宮がん（子宮頸がん）検診は過去2年間の受診有無を、胃がん検診は過去1年間および過去2
年間の受診有無の両方を調査対象としている。
受診率の算定対象年齢は、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月）に基づき40～69歳（子宮頸がん検診は20～69歳）とする。また2019年以降の胃がん検診（過去2年間）
については、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」に基づき50～69歳とする。子宮頸がん、乳がんは女性のみの数値を利用。
入院者は集計から除外。

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査 健康」（2022）より作成
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がん検診と対応するがんによる死因別死亡率（人口10万対）の推移

胃の悪性新生物＜腫瘍＞

気管，気管支及び肺の悪性新生
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直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の
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（注）がん検診が行われているがんのみ抽出
（出典）厚生労働省「人口動態調査 人口動態

統計 確定数 死亡」

• 本市は、こどものむし歯が多い（1歳6か月、3歳） 。むし歯のある者の割合は年々
減少しているものの、政令指定都市と比較すると依然として高い。幼児のむし歯保
有は、親の仕上げ磨きの不十分さや間食の多さが原因として考えられるほか、継
続的なフッ化物の塗布が重要とされている。

• 本市は、2023年度から「こどものフッ化物塗布事業」を開始し、1歳、1歳6か月（幼児
健診時）、2歳、2歳6か月、3歳（幼児健診時）の計5回、フッ化物塗布を受ける機会
を設け、むし歯予防に取り組んでいる。

• 本市では、がんによる死亡率は他の政令指定都市と比較して低いものの、がん検
診の受診率、健診等の受診率は全国、熊本県、他の政令指定都市と比較して低い
ことから、健診受診率向上に向けた取組が重要である。

 本市のがんによる死因別死亡率は、2015年と2023年を比較すると胃、直腸の悪性新生物は減少、
気管,気管支及び肺、子宮の悪性新生物については増加している。

 5項目のがんの中では、気管,気管支及び肺の悪性新生物の死亡率が最も高い。

熊本市

（注）がん検診が行われているがんのみ抽出
（出典）厚生労働省「人口動態調査 人口動態統計 確定数 死亡」（2023）

 本市のがん検診と対応するがんの死亡率は、政令指定都市中5番目に低い。
 本市の胃の悪性新生物による死亡率は、政令指定都市中最も低い。
 本市の直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物による死亡率も、政令指定都市中最も低い。

政令指定都市

データ
からみえる

熊本市
の特徴

第３章 健康・福祉
１ 健康づくり
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要介護※認定者構成割合

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

「超高齢社会※」を迎え、介護サービス基盤の整備が進むと同
時に保険給付費やその財源である介護保険料の大幅な増額、
介護人材不足が深刻化する等、制度の持続性が危惧される。ま
た、認知症の高齢者は増加傾向にあり、厚生労働省の資料によ
ると、2022年時点で高齢者全体の約12.3％と推計されている。
持続的な介護サービスの実現を目指して、本市の高齢者福祉
や介護サービス等の今後を考える。 

① 高齢者福祉
② 介護人材
③ 介護予防
④ 認知症

①高齢者福祉

大都市

（注）要介護認定者数：要支援1～要介護5までの認定者数
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2023）より作成

 本市の要介護認定者数（人口100人当たり）
は、大都市中12位である。

 本市の要介護認定者構成割合は、大都市平
均と比較して、要介護1の割合が高く、要介護
2～5の割合が低い。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （2023）より作成

（注）老人福祉施設等数（要介護認定者1万人当たり）＝老人福祉施設等数/要介護認定者数×10,000
要介護認定者数：要支援1～要介護5までの認定者数

老人福祉施設には、要支援を対象とした施設も含まれるため、要支援者を含めた要介護認定者数を計算に用いた
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （2023）より作成

 本市における老人福祉施設数（要介護認定者1万人当たり）は、大都市中5位である。

高齢者福祉

から考える
熊本市の都市政策

第３章 健康・福祉
２ 高齢者福祉
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第３章 健康・福祉
２ 高齢者福祉

 本市の要介護者数は、2012年度以降、要介護1が最も多い。

熊本市

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

②介護人材

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2021）、
総務省統計局「国勢調査結果」（2020）より作成

政令指定都市

（注）要介護認定者数：要支援1～要介護5までの認定者数
（出典）熊本市「WEB熊本市統計書」、大都市統計協議会「大都市比較統計年表」

より作成

熊本市

 本市の社会保険・社会福祉・介護事業従事
者数（65歳人口100人当たり）は12.3人で、政
令指定都市中10位である。

 本市における要介護認定者数、社会保険・社
会福祉・介護事業所数、及びその従業者数は
増加傾向にある。

 本市以外の要介護認定者数（人口100人当たり）は、増加傾向にある。
 本市の要介護認定者数は、2018年度からほぼ横ばいとなっている。

（注）大都市２１都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市のデータのみ表示
要介護認定者数：要支援1～要介護5までの認定者数

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成
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地域密着型（介護予防）サービスにおける

認知症対応型通所介護件数（人口1,000人当たり）

相模原市 新潟市 静岡市 浜松市 岡山市 熊本市
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全国

熊本県

熊本市

（％）

介護予防に資する住民主体の通いの場の

主な活動内容（主なもの上位２つまで)

体操（運動） 会食 茶話会 認知症予防 趣味活動 その他

④認知症

大都市

 本市と人口規模が近似する大都市の認知症対応型共同生活介護件数（人口1,000人当たり）は、
増加傾向にある。

（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市のデータのみ表示
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

③介護予防

 全国や熊本県と異なり、本市の通いの場は
すべて住民主体で運営されている。

（出典）厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査結果」 （2023）より作成

 本市の通いの場の活動は、体操（運動）や認
知症予防を伴う割合が高い。

第３章 健康・福祉
２ 高齢者福祉

 本市と人口規模が近似する大都市の認知症対応型通所介護件数（人口1,000人当たり）は、静岡
市が多い。2020年の国勢調査の結果を見ると、静岡市は高齢化率が30.5％（本市は26.4％）であ
り、この中では唯一30％を超えている。

（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市のデータのみ表示
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

全国、熊本県、熊本市
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 認知症外来新患者数は増加する一方で、認知症サポーター養成実績数は2020年度に大きく減少
し、その後回復傾向にある。

• 本市の要介護者のうち要介護2以上の割合は、大都市平均と比較して低い。要介
護者数の推移をみると、要介護1の人数が2020年をピークに減少している一方で、
要介護2の人数は2018年度から2023年度に500人以上増えている。今後、後期高
齢者の増加に伴い、この傾向が続く可能性がある。

• 本市の65歳以上人口100人当たりの社会保険・社会福祉・介護事業従業者数は、
政令指定都市中10位と平均的であるが、年次推移をみると、要介護認定者数と比
較して従業者数が大幅に増加していることがわかる。今後も要介護者数の増加と
介護段階の上昇が見込まれるため、さらなる従業者の増加が望まれる。

• 本市の認知症外来新患者数は増加傾向にあり、認知症疾患医療センターへの相
談件数は増加の一途を辿っている。一方で、認知症対応型通所介護件数及び共
同生活介護件数（いずれも人口比）は横ばい又は微増にとどまっており、認知症サ
ポーター養成実績もコロナ禍以前の件数までは戻っていない。今後も認知症患者
数の増加が予想されることから、様々なニーズへの対応、体制整備が求められる。

熊本市

 認知症疾患医療センターにおける相談件数は、電話、面接いずれも増加している。

（出典）熊本市「熊本市の保健福祉」、高齢福祉課提供データより作成

データ
からみえる

熊本市
の特徴

第３章 健康・福祉
２ 高齢者福祉

熊本市

（出典）熊本市「熊本市の保健福祉」、高齢福祉課提供データより作成

242 
251 262 266 

310 
325 

3,302 3,289 
3,187 3,021 

4,377 
4,641 

9,959 

9,009 

3,768 3,868 

5,720 
7,315 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

50

100

150

200

250

300

350

2018 2019 2020 2021 2022 2023

認知症サポーター養成実績

（人）

相談数全体（件）
外来新患者

（人）

認知症外来新患者数と相談件数、

認知症サポーター養成実績の推移

認知症疾患医療センターにおける外来新患者 相談数全体 認知症サポーター養成実績

232

601

244

799

1321

78 27192

757

170

727

1347

71 25
185

480

196

772

1507

45 275

332

179

697

1,666

72 0

206

1233

218

718

1939

63 0
207

984

307

702

2,105

91
0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

面
接
相
談

電
話
相
談

訪
問
相
談

電
話

面
接

訪
問
等
件
数

区役所における認知症相談

延べ人員

認知症コールセン

ター相談実績

認知症疾患医療センターにおける専門医療相談件数

（件）
認知症高齢者に関する相談実績

2018 2019 2020 2021 2022 2023

40



本市は、障がい※のある方が身近な地域で質の高い相談支援
を受けられるように、総合的・専門的な相談支援の実施及び地
域の相談支援体制を強化している。また、「障がい者の社会参
加を支える取組」を基本理念に、福祉施設の利用者のうち一般
就労に移行する者の増加につなげる就労移行支援事業等を推
進している。上記の取組のより効果的な推進を目指し、障がい
者（児）の状況、相談支援の状況とその結果としての障がい者
雇用率の状況について考える。

① 障がい者（児）
② 相談支援
③ 障がい者雇用率

熊本市

 精神障害者保健福祉手帳保持者数と、療育手帳保持者数は増加している。
 身体障害者手帳保持者数は障害者手帳保持者数の中で最も多い。

①障がい者（児）

 18歳未満では療育手帳保持者数が最も多く、
年々増加している。

障がい者（児）
福祉

から考える
熊本市の都市政策

第３章 健康・福祉
３ 障がい者（児）福祉

 18歳以上では、身体障害者手帳保持者数が
最も多い。

 精神障害者保健福祉手帳保持者数と、療育
手帳保持者数はともに増加している。
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（出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」、「くまもと市政概要」より作成

（出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」、「くまもと市政概要」より作成 （出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」、「くまもと市政概要」より作成

※
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②相談支援

全国・熊本県・政令指定都市

 本市の相談支援件数の内訳は、全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、関係機関の割合
が高く、訪問の割合が低い。

（注） 「市町村における相談支援」：障がいのある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう身近な市町村を中心として実施される相談支援事業
（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」（2023）

 18歳以上の身体障がい者数は、肢体不自由
が最も多い。

 全体として年々減少している。

熊本市

第３章 健康・福祉
３ 障がい者（児）福祉

 18歳未満の身体障がい児数は、肢体不自由
が最も多い。

 全体として増減はほとんどみられない。
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「市町村における相談支援」
※

件数内訳，支援方法（重複計上）別

電話相談 関係機関 訪問 来所相談 その他

（出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」、「くまもと市政概要」より作成（出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」、「くまもと市政概要」より作成

※

※

※
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熊本市

 「市町村における相談支援」件数は、毎年数千件単位で変動している。
 2016年度と2023年度を比較すると、相談支援件数は約12,000件増加している。
 2017年度と2020年度は、前年度と比較して相談支援件数が増加しており、それぞれ平成28年熊

本地震、コロナ禍の影響が考えられる。

（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」

 本市は全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、「福祉サービスの利用等」に関する支援の
割合が低く、「不安の解消・情緒安定」「障害や病状の理解」「家族関係・人間関係」「就労」「家計・
経済」に関する支援の割合が高い。

（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」（2023）

第３章 健康・福祉
３ 障がい者（児）福祉

全国・熊本県・政令指定都市
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放課後等デイサービス給付
保育所等訪問支援給付

熊本市

• 本市の障害者手帳保持者数は年々増加している。18歳以上では精神障害者保健
福祉手帳保持者数、全年齢では療育手帳保持者数が増加している。

• 本市は全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、「市町村における相談支援
内容」の「福祉サービスの利用等に関する支援」の割合が低いものの、実数として
は年々増加傾向にある。

• 働くために必要な就労スキルを学ぶ就労移行支援給付、自立訓練給付は、コロナ
禍の2021年に大きく減少した。一方、実際に働く場所を提供するための就労継続支
援給付は、年々増加している。社会情勢に応じたニーズ等も踏まえ、障がい者の就
労と定着に向けた効果的な取組が求められる。

• 本市における障がい者雇用率は、市長事務部局では法定雇用率を上回っているも
のの、 教育委員会では法定雇用率に満たない。2026年7月から国及び地方公共
団体等の法定雇用率が3.0％（教育委員会は2.9％）となることから、雇用率の引き
上げとともに、引き続き障がい者が働きやすい環境づくりが重要である。

政令指定都市

③障がい者雇用率

（出典） 熊本市 「熊本市の保健福祉」 、障がいサービス課提供データより作成

 児童への支援給付決定者数は増加しており、
特に放課後等デイサービス給付は年間約
300人ずつ増加している。

 就労継続支援給付は増加している。その他
の支援給付については、2020年度以降、一
貫した増減の傾向は見られない。

（注）医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援はｎ数が少ないため省略
（出典） 熊本市 「熊本市の保健福祉」 、障がいサービス課提供データより作成

データ
からみえる

熊本市
の特徴

（注）特例認定を受けている一部の指定都市は、他部局と合算した雇用率を記載
（出典）2025年9月1日において各指定都市HP掲載の令和6年度の雇用率より作成

第３章 健康・福祉
３ 障がい者（児）福祉

 熊本市役所の障がい者雇用率は、2.82％で、
法定雇用率2.8％を上回っている。

 熊本市教育委員会の障がい者雇用率は15位
で、法定雇用率2.7％を下回っている。
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（出典）文部科学省「教育委員会における障害者雇用に関する実態調査」（令和7年6月）
における各指定都市の令和6年度の障がい者雇用率より作成
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本市では、生活困窮者※をはじめとした複合的な課題を抱えた
方への支援等、社会情勢を踏まえた様々な課題への対応が求
められている。そこで、より効果的な課題解決を目指し、本市の
生活保護※の特徴を踏まえたうえで、生活保護に至る前の段階
の生活困窮者への支援の状況について考える。

① 生活保護
② 生活困窮者への支援

①生活保護

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000人
対）は、人口規模が近似する政令指定都市
中で最も高い。

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000人
対）は、生活困窮者自立支援法※が施行され
た2015年度以降緩やかな減少傾向にあった
が、2019年度以降は横ばいである。

大都市

（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、
浜松市、岡山市のデータのみ表示

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

（注）保護費（1人当たり）=保護費/保護実人員
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2023）より作成

 本市の生活保護法による種類別保護費総額（1人当たり）は、大都市中10番目に低い。
 本市の医療扶助費（1人当たり）は、他都市と比較して高く、大都市中2番目に高い。

生活支援

から考える
熊本市の都市政策

第３章 健康・福祉
４ 生活支援

大都市

大都市

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000人
対）は大都市中12番目に低い。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2023）より作成

20.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

浜
松
市

静
岡
市

さ
い
た
ま
市

新
潟
市

仙
台
市

岡
山
市

川
崎
市

横
浜
市

相
模
原
市

広
島
市

名
古
屋
市

熊
本
市

東
京
都
区
部

千
葉
市

北
九
州
市

福
岡
市

京
都
市

神
戸
市

堺
市
札
幌
市

大
阪
市

（人）

生活保護人員保護率

（人口1,000人対）

709.1 749.1 837.6 853.8 741.1 863.3 737.1 778.5 872.4 994.9 887.9 910.2 966.1
784.6

929.5
1090.7 989.7 857.2 915.3 987.8 944.6

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1000.0

1200.0

1400.0

1600.0

1800.0

2000.0

新
潟
市

浜
松
市

静
岡
市

岡
山
市

仙
台
市

広
島
市

千
葉
市

相
模
原
市

京
都
市

熊
本
市

神
戸
市

名
古
屋
市

福
岡
市

さ
い
た
ま
市

札
幌
市

北
九
州
市

堺
市

横
浜
市

川
崎
市

大
阪
市

東
京
都
区
部

（千円） 生活保護法による種類別保護費（1人当たり）

医療 住宅 生活 介護 その他

8.0

13.0

18.0

23.0

28.0

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

（人）

生活保護人員保護率の年次推移

（人口1,000人対）

相模原市 新潟市 静岡市

浜松市 岡山市 熊本市

45



熊本市

 1人当たり保護費総額と医療扶助費は、2022
年度を除き、2018年度から増加傾向にある。

（注）保護費（1人当たり）=保護費/保護実人員
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

②生活困窮者への支援

• 本市の生活保護人員保護率は、生活困窮者自立支援事業※が開始された2015年
以降は数年間減少しているため、自立支援事業は生活困窮者の生活支援に一定
の効果をもたらしたといえる。

• 1人当たり生活保護費は、概ね増加傾向にあり、増加の一因は医療扶助費の増加
であると考えられる。今後も高齢人口の増加から、医療扶助費の増加が見込まれ
るため、生活保護受給者の医療・予防支援が重要である。

• 生活困窮者の自立相談件数は2020年のコロナ禍に急増し、新規支援者数、自立
による支援終結者数も一時的に増加した。その後は概ね減少傾向にあるものの、
コロナ禍前の水準には戻っておらず、引き続き支援体制の維持が求められる。

• 生活困窮者を対象とした就労準備支援事業において、利用者数及び就労者数は、
2018年度をピークに概ね減少傾向にある。就労率も2020年度以降減少傾向にあ
り、利用者のニーズ等に応じた支援体制の強化が求められる。

熊本市

（注）就労率（％）＝就労者数/利用者数
（出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」、「くまもと市政概要」より作成

 2017年度以降の就労準備支援事業による就
労率は、2020年度がピークとなっており、その
後は減少している。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

第３章 健康・福祉
４ 生活支援

 本市の生活保護法による保護費総額は、
2018年度からほとんど変化が見られないが、
生活費は減少傾向にある。

 相談件数、新規支援者数、自立による支援終
結者数は、2019年度から2020年度にかけて
急激に増加した後、概ね減少傾向にある。

熊本市

（出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」、「くまもと市政概要」より作成

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成
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